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　 序　はじめに

第1節　関税の沿革

関税とは、「貨物の輸出又は輸入に際して、それに課される租税の一種」と一
般に解されています。関税というと、現代では一般的に輸入貨物に対して課され
るものと考えられています＊1が、歴史的に見ると、輸入税だけでなく輸出税や通
過税的な性格を持つものも見られます。
関税の発展の歴史は、「関税三段階発展説」、即ち、関税の発展の歴史を、「古
代の通行手数料」から「中世領邦に入る際の内国関税」を経て「近代国家として
の国境関税」へと発展していくと捉える見方があります。これによれば、近代国
家の形成とともに、国家領域の全体が単一の関税領域に統合されていくことにな
ります。1834年のドイツの関税同盟の成立がその例ですが、フランスにおいて
は、早く17世紀にルイ14世治下のコルベール財務長官が行った関税制度改革に
よって関税領域が統一されたことが国境関税の淵源といわれています。その後
は、高い関税を課すこと等で自国産業を育成する、いわば経済政策の武器として
の役割が注目され、世界の重商主義を支えていくことになります。
もっとも、このような見方に対しては、例えば、ローマ帝国時代の関税は国境
関税的性格を有していたのではないか、他方、中世荘園領主の関税が通行税的な
性格を併せもっていたのではないか、といった意見もあり、実際にはこれらの性
格は混然一体となって各国の歴史に現れてきているとの考え方も示されていま
す＊2。いずれにせよ、｢関税｣ なるものは、直線的な発展を遂げてきたというよ
りは、それぞれの国の慣習に従って歴史的に形成され変容してきたものといえる
ことは確かなようです。この点、近代経済学の祖アダム・スミスが次のように述
べていることは非常に興味深いものがあります（仮訳）。

＊1　輸出税については、近年の穀物や原材料の需給バランスの変化に伴い、世界的に広がりを
見せています。第 5章第六節「関税政策と国際市場価格」参照
＊2　朝倉弘教著「世界関税史」（日本関税協会）p.23-p.30 参照
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第7章　関税制度の沿革

この章では、我が国の開国以来の関税制度の沿革について扱います。

第1節　関税法の沿革

徳川幕府による幕藩体制の末期、長い間の鎖国政策を打ち破る契機となったの
が、世に広く知られる1853年（嘉永6年）のペリーの浦賀来航でした。
その後、1858年（安政5年）に米国との間で締結された日米修好通商条約＊110

には、その貿易章程の中に、米国の船舶が開港に入港した場合の、今で言う入港
届、積荷目録、船用品目録等の提出、とん税の納付、貨物の船卸し等に関する手
続が定められていました。これが、我が国の近代的な税関行政における税関手続
の原点となったと言っても過言ではありません。
やがて、日米修好通商条約と同様の内容を持つ条約が、オランダ、ロシア、英
国、フランスとの間で締結され＊111、当時の税関手続は、基本的にはこれらの条
約の貿易章程に個別に定められていました。
そして、これらの条約に規定される貿易章程を基礎として、我が国の税関手続
に関する初の国内法令として、1890年（明治23年）に「税関法」及び「税関規
則」が制定されることとなります。しかしながら、これらの法令は、あくまでも
不平等条約の下でその条約に規定されている内容を法制化したものであり、当時
の我が国の実情にそぐわないばかりか、治外法権により外国人には適用されない
などの問題がありました。
このため、各国との不平等条約の改正作業が進展していく中で、1897年（明
治30年）の「関税定率法」の制定＊112を経て、1899年（明治32年）に近代的な
税関行政の基本法規として「関税法」が制定されることとなりました。この「関
税法」（以下「旧関税法」といいます）には、関税の賦課徴収手続、船舶の入出

＊110　日米修好通商条約は、全文 14ヵ条と附属の貿易章程 7則からなっていました。
＊111　これらの条約は一括して「安政 5箇国条約」と呼ばれています。
＊112　関税定率法の施行は、関税法と同じく 1899 年（明治 32 年）

た。この検討及び結論は、原則的な課税価格の決定方法（協定第1条に定める取
引価格に基づく課税価格の決定方法）を適用する際の指針として、採択文書（解
説22.1）の形式で公表されています。なお、この結論は、我が国における従前か
らの取扱いと整合するものです。

③ 事前教示制度
我が国では、申告納税制度の下、適正な納税申告を確保するために、関税評価
技術委員会の採択文書等を基にして、関税定率法基本通達を改正し、関税評価上
の取扱いの明確化を図ってきているところです。
しかしながら、貿易取引が複雑化・多様化するなかで、輸入者等が関税評価に
係る法令の解釈等を的確に判断することが困難な場合も多いように思われます。
そのような場合には、関税評価に係る文書による事前教示制度の利用が可能で
す。この制度を利用し、税関から事前に文書による回答を得ることにより、輸入
者等は、貨物の輸入前に当該貨物に係る関税評価上の取扱いを知り、適正な納税
申告を行うことができるとともに、その回答の内容が、法令改正等によりその取
扱いが変更された場合を除いて、税関による輸入（納税）申告の審査において尊
重されるなどのメリットを享受することができます。
なお、税関ホームページに各関税の相談窓口が示されています。
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ります。
こうして、関税法とは別の法体系により発展してきた保税地域制度は、「保税倉

庫法」と「保税工場法」ですが、これらは、1954年（昭和29年）に現行関税法が
誕生した際に吸収されました。

第3節　現行関税法における制度改正の経緯（税法としての側面）

現行関税法は、第二次世界大戦後の我が国貿易の飛躍的な拡大や、国際的な環
境の変化を受けて、そこに規定される税関手続等に関する制度そのものを大きく
変化させてきました。
現行関税法での最初の大きな変化と言えば、1966年（昭和41年）の申告納税
方式＊114の導入でしょう。それまで、輸入貨物に課される関税や内国消費税につ
いては、一貫して賦課課税方式＊115が維持されていましたが、1962年（昭和37年）
に国税通則法が制定され、内国税に関する税法の整備が急速に進んだことや、貿
易量の急激な増大に伴い賦課課税方式では実務処理が限界に近づいたことなどを
受け、関税や併せて輸入品に課される内国消費税についても申告納税方式を導入
することとなったのです。
しかしながら、このような納税制度の転換は、納税者である輸入者や、その通
関手続を代行する通関業者＊116（当時は税関貨物取扱人）に大きな影響を与えるも
のでした。このため、申告納税方式への円滑な移行を促すため、事前教示制

＊114　納税義務者の納税申告により税額が確定する方式。一般の商業輸入貨物のほとんどに適
用されます。直接国税については昭和 22 年に、間接国税については昭和 37 年に導入されまし
た。
＊115　税関長の処分により税額が確定する方式。現在では、入国者の携帯品などに適用されま
す。郵便物については、明治以来、賦課課税方式を採用してきましたが、2007 年度関税改正に
おいて、原則として 20 万円を超える郵便物については申告納税制度を導入することとされ、
2009 年 2 月 16 日から実施予定です。
＊116　輸出入者の依頼に応じて、輸出入貨物の通関手続を専門的に行う事業者。我が国におい
ては、既に明治初年にこの種の業態が存在していましたが、輸出入者との業務上の責務を規定
した法規がなかったため、明治 34 年（1901 年）に「税関貨物取扱人法」が制定され、税関貨
物取扱人の性格、機能が明確化されました。

港手続、税関官吏の権限、犯則事件の調査及び処分等、正に税関行政の基本とな
る税関手続等の関税制度に関する事項が規定されていました。そして、この法津
は、1954年（昭和29年）の全面改正を経て、現在の関税法に引き継がれること
となります。

第2節　保税制度の沿革

1899年（明治32年）に制定された旧関税法には、保税制度、特に現行の保税
地域に関する規定はありませんでした。これは、1866年（慶応2年）に英国、フ
ランス、米国、オランダの4ヵ国と締結された「改税約書」を受けて、現在の保
税地域の始祖である「借庫」を設置するための「借庫規則」が同年に制定され、
その後、この規則が独自の法体系を維持、発展させたことによります。

○　保税制度の発展の経緯

我が国が貿易を開始した当初は、開港に入港した船舶に運上所＊113の役人が乗
り込み、現在の関税に相当する運上金を納めた後でなければ、貨物を船卸しする
ことができませんでしたが、その後の貿易の拡大、輸入貨物の増大に伴い、運上
金を納める前の貨物についても陸揚げすることを認めるようにとの要請が諸外国
から寄せられました。このため、このような運上金を納めていない貨物を蔵置す
るための官設の貨物施設として設けられたのが「借庫」でした。この借庫制度は、
やがて1897年（明治30年）の「保税倉庫法」の制定により、官設保税倉庫と私設
保税倉庫が並存した制度へ移り変わります。
一方、輸入貨物を国内の配送先へ届ける場合には、船卸しされた貨物の改装や
仕分け、一定の手入れをする必要が生じる場合があります。借庫ではこのような
作業を行うことが認められていなかったため、運上金未納貨物についてのこうし
た改装、仕分け等を行うために、保税倉庫とは別に設けられたのが「税関仮置場」
です。この税関仮置場は、1900年（明治33年）に制定された「税関仮置場法」に
よるものですが、この法律は1912年（明治45年）の「仮置場法」を経て、1927年
（昭和2年）に「保税工場法」となり、現在の保税工場へと引き継がれることとな

＊113　税関の前身であり、1859 年（安政 6年）に横浜港、長崎港等に設置され、海関事務及
び外交事務を執行しました。税関の呼称に変わるのは、1872 年（明治 5年）です。
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一方、関税法の中の純粋に税法としての制度以外の制度についても、これまで
累次の改正が行われてきています。
1977年（昭和52年）には、翌年の通関情報処理システム（NACCS）の導
入＊120を踏まえたNACCS特例法＊121が制定されました。これは、我が国において
は初の本格的な行政手続の電子情報化であり、税関手続の効率化の見地からは極
めて大きな意義を持つものです。また、1992年には、外国貨物の蔵置、加工及
び展示に関する機能を併せ持つ総合保税地域制度を導入、1994年には、それま
での保税上屋と保税倉庫を統合した保税蔵置場制度を導入するなど、保税地域制
度についてもその時代の要請に応じた改正が行われています。

○　NACCSによる輸入通関・輸出通関の流れ

貨物を輸入し、又は輸出しようとする場合の一般的な手続を見てみましょう。
貨物を輸入しようとする場合には、本邦に到着した貨物を外国貿易船等から陸

揚げした後、コンテナー ･ヤード等の保税地域に搬入し、そこに置かれている間
に輸入申告並びに当該貨物に係る関税及び内国消費税に関する納税申告を行う必
要があります。
輸入しようとする貨物が関税法以外の他の法令により輸入に関して何らかの手

続が必要とされている場合（例えば、食品衛生法により輸入の届出が必要とされ
ている食料品である場合）には、その手続を完了しなければ税関長の輸入の許可
を受けることはできません。
税関は、輸入申告及び納税申告がされた貨物について、このような他法令手続

が完了しているか否かを確認するとともに、必要な審査及び検査を行い、当該申
告及び貨物に問題がなければ、必要な関税及び内国消費税が納付されていること
を確認して輸入を許可することとなります。ただし、簡易申告制度、関税の納期
限延長制度又は輸入許可前引取承認制度を利用する場合には、関税や内国消費税

＊120　NACCS システムは、成田空港の開港（1978 年（昭和 53 年））に合わせ輸入航空貨物を
処理するためのシステムとして導入されました。導入当初は、Nippon Air Cargo Clearance 
System の略称でしたが、後に対象貨物が輸出航空貨物、海上貨物に拡大したことに伴い、現
在では、Nippon Automated Cargo Clearance Systemの略称となっています。
＊121　「航空運送貨物の税関手続の特例等に関する法律」。1991 年に「電子情報処理組織によ
る税関手続の特例等に関する法律」に、2008 年に「電子情報処理組織による輸出入等関連業務
の処理等に関する法律」に法律名を改正。なお、NACCS センターは 2008 年 10 月 1 日以降「輸
出入・港湾情報処理センター株式会社」に移行しました。

度＊117の導入、関税に関する除斥期間＊118と消滅時効に関する規定の整備を行うと
ともに、翌1967年（昭和42年）には、「税関貨物取扱人法」を全面改正し、新た
に「通関業法」を制定しました。これにより、通関手続の代行業者である通関業
者の責務を確立させるとともに、通関業者の関与により、納税申告を始めとする
税関手続の適正な実施を期することとなりました。また、1968年（昭和43年）
には、国税当局と同様に、輸入納税申告が適正になされているかを税関当局が事
後的に調査する輸入貨物に係る事後調査制度を導入します。もっとも、当初の事
後調査制度は、適正な納税申告の指導、教示ということに力点を置いて実施され
ました。
このような、関税法の税法としての側面に関する改正は、その後も時代の要請
と内国税における制度改正等に応じて、随時行われることになります。
1989年には、消費税の導入に伴い、すべての輸入貨物に関して消費税（「CIF
＋関税」に対し導入当時は3％）が課されることとなり、国内の消費税の課税期
間申告とのバランス等も勘案し、輸入品に対する消費税に3ヵ月の納期限延長制
度が導入されましたが、関税についても消費税と同様の納期限延長制度を導入し
ました。
また、1997年には、申告納税方式が導入されてから30年が経過し、この制度
も充分に定着したと考えられたこと、関税における課税の公平を図る必要がある
ことなどの観点から、過少申告加算税及び無申告加算税制度を導入しました。そ
の際、輸入貨物に係る消費税についても、同様にこれらの加算税制度を導入して
います。
更に、2005年には、諸外国とのEPA（経済連携協定）の締結の進展を見据え
た適正課税の確保、豚肉の差額関税制度を悪用した大型の脱税事件への対応の必
要性などから、関税及び輸入貨物に係る消費税について重加算税を導入するとと
もに、関税の除斥期間及び消滅時効について、これを2年から3年に延長する措
置＊119を講じて現在に至っています。

＊117　関税法第 7条第 3項に規定される制度。税関は、輸入者等から輸入貨物の関税分類等に
ついて教示を求められた場合には、その教示に努めなければならないこととされています。
＊118　税関による更正、決定の期間制限（関税法第 14 条）
＊119　関税については、明治時代以来、貿易取引の安定性等の必要から、一般の国税に比べ短
期消滅時効の考え方が採られていました。


